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   This paper aims to critically rethink of the global city hypothesis on the basis of ana-

lyzing the globalization process of Tokyo. Global city theorists have insisted that the global 

city is characterized by the production of global control and management over the capital 

accumulation on the world scale, particularly the arrangement of international financial ser-

vices. The analysis based on census data, however, reveals that the driving force to global-

ize Tokyo in the late 1980s was the manufacturing sector rather than the service sector. 

   The global city hypothesis has regarded the rapid increase in the volume of interna-

tional financial transactions in the Tokyo market as a symbolic phenomena of the globaliza-

tion of Tokyo. Although Japanese transnational banks have been dealing with the largest 

amount of money in the international money market since the 1980s, this does not mean 

their strong competitiveness per se, if anything, Japanese transnational banks shows the 

lower competence to innovate financial technologies. The financial power of Japanese banks 

relies much on the competitive advantage of Japanese, particularly Tokyo-based, manufac-

turing industries which give rise to a large amount of trade surplus. 

   Not only did Tokyo-based manufacturing giants develop the transnational networks of 

branch plants in the late 1980s but they restructured their domestic production systems as 

well. The 'hollowing-out' of the manufacturing sector took place in Tokyo to much less ex-

tent than its counterparts; the restructuring process in Japanese manufacturing enterprises 

m ade Tokyo a place where R & D and prototyping functions were concentrated. As a result, 

different from New York and London, the globalization of Tokyo has been based on the re-
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gional advantage pertaining to product development capability in the manufacturing sector . 
As an influential node of the world-wide city system , Tokyo specializes in the production of 

global control over the manufacturing production and innovation.
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1は じめ に

1970年 代後半を画期 として世界経済において大きな構造転換が起こっている。その証左 として,

先進国における失業率の構造的な高まりと経済成長率の鈍化,ア ジアNIEsに 代表される発展途

上国の(輸 出志向)工 業化と急速な経済成長,グ ローバルな規模での直接投資の増大 ,国 際金融

市場の爆発的な発展,そ れらを牽引する情報技術分野における技術革新等々といった事象が挙げ

られる。世界経済 は 「国際化」から 「グローバル化」の段階に入 っている(AminandThrift

1992)。

本稿では,こ の世界経済の構造変動を 「空間的な分業」の視点から分析することを試みる。す
なわち世界経済は,空 間的な広が りを持った分業関係から構成 されているものとみなされ,そ の

構造変化は,世 界的な分業体制の基本的なあり方(空 間経済のパラダイム)の 変容であると考え

る。

経済のグローバル化は,世 界各地の大都市にも大きな影響を与えている。都市の世界的な規模

でのネットワークが意識 されるようにな り,そ のネッ トワークの中で特に支配的な地位 にある都

市は,「世界都市」 と呼ばれるようになった。ニュー ヨーク,ロ ンドン,東 京がその代表例 とさ

れ,こ れらの都市 を対象 とした 「世界都市論」は,都 市におけるグローバルなものの働 きに注目

した分析を行ってきた。 しかし,よ り重要な点は,世 界経済の構造転換に伴って現れてきた,グ
ローバルなものとローカルなものとの相互関係性である。グローバルな諸力 とローカルな諸力は

二重構造的に分断化 された関係にあ り,前 者が後者を支配 ・搾取するという単純 な関係にあるの

ではない。むしろグローバルなものがその権能の基盤 を,ロ ーカルなものの固有性 に求めてお り,

逆にローカルなもの もその固有性の維持 ・発展のため にはグローバルなものを必要としている。
両者は,必 ずしも対等な関係ではないにせよ,相 互補完的な関係を取 り結んでいる。

以上のような問題関心に基づいて,本 稿 は,東 京に焦点 を当てた分業体制の機能一空間編成を

実証的に分析することを目的とする。まず最初に,世 界都市論の通説というべきサ ッセンの仮説

を再検討する。世界都市の主要機能は 「グローバルな管理能力の生産」であるとされ,特 に国際
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金融市場をコントロールする能力に焦点が当てられてきた。 ここでは,ロ ンドン,ニ ューヨーク

との比較において,東 京では金融に代表 される企業向けサービス業が相対的に弱 く,そ のかわ り

に製造業の占める地位がグローバル化の過程 においてあまり低下 しなかったという事実に注 目す

る。世界経済が グローバル化する過程において,東 京は,ロ ンドンやニューヨークとは異なる機

能を集積 ・発展 させてきた。サービス業 と製造業の空間的な分布 を検討することにより,東 京が,

サ ッセン的な意味でグローバルな管理能力の生産地であるというより,グ ローバルに活動する製

造業大企業に対 してグローバルな 「生産企画」能力を供給する基地となっていることを,本 稿 は

主張する。

2東 京の世界都市化

2-1世 界 都 市 化 説

世 界 シ ス テ ム の グ ロー バ ル な構 造 変 化 の 影 響 が 最 も顕 著 に現 れ た 場 所 の 一 つ は,ニ ュ ー ヨ ー ク,

ロ ン ドン,東 京 とい った 世 界 シ ス テ ム の 中核 と な る大 都 市 で あ っ た 。 そ れ らが 経 験 した 経 済 的 ・

社 会 的 な 変 化 は,ほ ぼ 同 一 時 期 に 始 ま っ た こ と,特 徴 的 な 現 象 や変 化 の 方 向 に共 通 性 が 見 ら れ た

こ と な どか ら,そ の 変 化 は個 々別 々 の 独 立 した 事 象 な の で は な く,同 一 の 力 に よっ て 引 き起 こ さ

れ て い る の で は な い の か,と い う仮 説 が 立 て られ た。 大 都 市 景 観 の 再 編 を引 き起 こ した 共 通 の原

動 力 と して 措 定 され た の は,資 本 の グ ロー バ ル化 で あ っ た(Cohen1981,King1990,Rossand

Trachte1983)。

そ の 中 で も世 界 都 市 と い う概 念 を世 界 シ ス テ ム の 構 造 分 析 の 一 環 と し て 明確 に位 置 づ け た ブ

リー ドマ ン の 世 界 都 市 仮 説(Friedmann1986,FriedmannandWolff1982)は,都 市 の 政 治 経 済

学 的 分 析 を 試 み る研 究 者 に多 大 な影 響 を与 え た 。 しか し,フ リ ー ドマ ンが い う世 界 都 市 仮 説 を検

証 し よ う とす る と,ま ず そ の 概 念 の 瞹 昧 さ に戸 惑 うで あ ろ う。 現 代 世 界 経 済 の 新 しい構 造 の 中 で,

グ ロ ーバ ル規 模 の ヒエ ラル キ ー を伴 う都 市 の ネ ッ トワ ー ク が 新 しいパ ター ン を形 成 しつ つ あ り,

各 国 の 大 都 市 は,ネ ッ.トワー ク に ます ます 強 く統 合 され,都 市 内 部 に は グ ロー バ ル化 の影 響 が 色

濃 く現 れ る よ う に な る,と い う意 味 で の 「世 界 都 市 性 」 が 問 題 と さ れ るべ きで あ るの か,そ れ と

も,グ ロ ー バ ル な都 市 ヒエ ラル キ ー の頂 上 部 分 に位 置 す る ロ ン ドン,ニ ュ ー ヨー ク,東 京 な ど に

限 っ て 世 界 都 市 とす る の か,と い う点 が,フ リー ドマ ン に お い て は混 乱 して い るか ら で あ る 。

実 は,多 くの 研 究 者 が,都 市 ネ ッ トワ ー ク そ の もの を分 析 し な け れ ば な らな い こ と に気 づ い て

い なが ら,「 世 界 都 市 論 」 の 多 くは ヒエ ラ ル キ ー の頂 上 部 分 の 個 別 的 な研 究 と な っ て い る。 本 来

な らば都 市 ネ ッ トワ ー ク の 階層 性 の 同定 か ら分 析 を始 め な け れ ば な らな い は ず で あ るが,客 観 的

な指 標 を も とに して 各 都 市 を分類 し,そ の 繋 が り を明 らか に す る と い う研 究 は極 め て 少 な い(c£

Meyerl986)。

都 市 の 世 界 的 ネ ッ トワ ー クの構 造 を分 析 す る と き に,最 も頻 繁 に用 い られ て きた もの は,多 国

籍 企 業 の 本 社 所 在 地 と国際 金 融市 場 の所 在 地 で あ る 。 巨 大(多 国 籍)企 業 の 本社 が 少 数 の 都 市 に

集 中 して 立 地 して い る こ と,そ れ らの都 市 で は世 界 経 済 に大 きな 影 響 を与 え うる 意 思 決 定 が な さ

れ て い る こ とを 理 由 と して,そ れ らの都 市 は ネ ッ トワー ク の 管 制 高 地 とみ な し う る とい う考 え 方

は,ハ イ マ ー の 論 文 の 中 にみ られ る(Hymerl979)。 しば し ば試 み られ て い る フ ォー チ ュ ン500

社 に ラ ン キ ン グ され る企 業 の 本社 所 在 地 を ネ ッ トワ ー クの 階層 性 の 指 標 にす る や り方 は,都 市 間

の 上 下 関係 を計 測 してい る とは い え る か も しれ な い 。 しか し,そ れ は,都 市 ネ ッ トワー クそ の も

の を,そ して,ど の よ う に諸 都 市 を ネ ッ トワ ー キ ン グ して い くの か を(特 に機 能 的 に)分 析 して
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いるわけではない。

ハイマー(1979)は,一 企業内の官僚組織においてヒエラルキー的な機能分化が生 じてお り,

その各部門の立地パターンを考 えていた。ここで問題 となるのが,こ のミクロな企業 レベルでの

権力構造が,そ のままマクロな都市間の権力構造に一致するのかとい う点である。企業内では権

力メデ ィアに媒介される雇用関係 によって組織化 されているため,ヒ エラルキーは明確である。

しか し,都 市間はそのような企業組織によってのみ連結されているのではない。そのため,世 界

レベルでの都市間のヒエラルキーは,不 等価交換を通 じた剰余の国際的な移転 を軸にして考えら

れて きた(ArmstrongandMcGeel985)の であるが,そ れが実証 されることはなかったのであ

る。

もう一つの問題は,多 国籍企業の組織構造が世界経済の構造転換のなかで,ハ イマーの想定 し

ていた ものから変化 して しまっているという点である。世界都市の出現は,世 界 システムの構造

変化の一部であるという点は,研 究者の共通理解 となっているが,そ の変動は,ミ クロな次元に

おいても,企 業組織の編成原理の変化 と表裏一体になっているのである。

ニューヨークの事例は,実 証的な問題を示 している。ニューヨークは,紛 れもなく世界都市で

あると考えられるのに,多 国籍企業の本社所在地 という観点からは,1970年 代から本社が他都市

へ流 出し続けているのである(Alexander1979)。 本社機能は,そ の高度で戦略的な意思決定の

過程において,通 信手段を媒介 とした遠距離 コミュニケーションよりも対面コミュニケーション

の方 を選好するため,少 数の都市の業務中核地区に集中 して立地するとされてきた。 しかし,ニ

ューヨークに本社を置いていた大企業は,よ り複雑な意思決定過程 を必要 とするようになってき

ているのにもかかわらず,本 社をニューヨーク以外に移動させるのである。

こうしたいわばハイマー型の世界都市論の難点を克服すべ くサッセンによって提起 されたのが,
「グローバルな管理能力の生産」 という概念である(Sassenl988 ,1991)。 サ ッセンは,世 界経

済をコントロールする権能が多国籍企業の本社内部に存在 しなければならない,と は考えない。

む しろ世界都市においては,大 企業の戦略的意思決定をサポー トする専門性の高いサービスを提

供する企業が集積 していることが,ま ず第一に重要であるとみなされる。それ ら企業向けサービ

ス業は,専 門分化が進む と同時に相互に密接 な関係 を持ち,全 体 として一つの機能,す なわち

厂グローバルな管理能力」を生産 しているのである
。世界都市は,世 界的な取引の戦略的な結節

点として,そ れをグローバルな視野でコン トロールするために必要な情報を処理する機能に特化

している。多国籍企業の本社部門は必ず しも世界都市に立地 しなければならないわけではない。

しか し,グ ローバルな企業運営のためには,世 界都市に集積する企業向けサービス業 にアクセス

し,そ のサポー トを受けなければならない。サ ッセンは,企 業組織が必要とする本社機能が必ず

しもその企業の内部に存在するとは限 らず,そ れどころか,経 済のサービス化の流れの中でます

ます外部化 される傾向にあること,ま た,外 部化 された企業向けの専門サービス業務は,そ の知

織集約的な性質のために集積効果が働 くことに着眼したのである。

企業向けサービスの中には法務,会 計,広 報,マ ーケ ッティングといった高度な情報処理を行

うものから,ビ ル管理,清 掃 といった労働集約的なものまで含 まれる。その中でサ ッセンが最 も

:重視するのが,国 際金融機能である。経済のグローバル化における生産過程の国際化 と並ぶ特徴

が,国 際金融市場の爆発的な成長である。石油危機を契機に生 じた莫大なオイルダラーを還流さ

せる仕組みとして,国 際金融市場は急速に拡大 した。現在では,貿 易や直接投資といった実物的

な裏付けを持つ資金移動の数十倍にのぼる量の資金が,グ ローバルに移動するようになっている。
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この国際的な資金取引の多 くが,ロ ン ドン,ニ ューヨーク,東 京にあるユーロ市場を中心 とした

国際金融市場においてなされている。その結果,ロ ンドン,ニ ューヨークにおいては,1970年 代

に起こった製造業の空洞化によって低迷 した都市経済が,金 融の規制緩和によって,1980年 代 に

は国際金融の舞台 として再浮上することになったのである。サ ッセンは,世 界都市の基盤 として

国際金融業務の集積が決定的に重要であると判断しているのである。

2-2サ ッセン仮説の再検討

サ ッセ ンににとって都市経済のサービス化は,世 界都市化の重要な鍵 となる。なぜなら',世界

都市 とは,ま ず第一に,グ ローバルな管理能力の生産という機能を担 う場所だか らである。サ ッ

センは,主 としてニューヨークの経験に基づいて次のような世界都市についての仮説 をたててい

る。経済のグローバル化は,企 業はそのグローバルなオペ レーションを管理するというグローバ

ル管理機能の需要を生み出す。グローバル管理機能は,ニ ューヨークなどご く少数の都市=世 界

都市 に集中 して配置され,そ れらの都市では,産 業構造のサービス化が進むことになる。 ここで

い う都市経済のサービス化は,国 際金融機能に象徴 される高度な企業向けサービス業の集積だけ

でなく,ビ ル管理 ・清掃 といった都市インフラス トラクチャーの保全に必要 とされるサービス,

レス トラン ・ホテル ・エンターテイメン トといった熟練 をさほど必要としない低賃金の個人向け

サービス部門の増大 も意味する。サービス業 における高賃金職種 と低賃金職種への両極分解傾向

によって,都 市経済のサー ビス化は,都 市の社会的 ・経済的な分極化 を引き起こす。ーまた,そ の

ような仕事の構造変化によって生 まれた低賃金労働力に対する需要は,し ばしば移民労働者によ

って満たされることになったため,大 都市においては人的構成においてもグローバルな様相を呈

することになる,と いうわけである。

グローバルな管理能力の生産地 として,東 京は,ロ ンドン ・ニューヨークと並ぶ第一級の世界

都市 に分類 されてきた。本節では,サ ッセンによって提案 された上記の仮説を東京において検証

した町村(1994)の 業積に依 りなが ら,再 度,サ ッセン仮説の再検討を試みる。サ ッセン仮説に

おいて実証に賦 されるべ き論点は,(1)産 業別就業人口の構成 におけるサービス業の動向,(2)職 業

別の賃金格差の趨勢,そ して,(3)外 国人労働者の動向,で あるが,こ こでは(1)に絞って検討 しよ

う。

町村(1994)は,『 事業所統計調査報告』 を資料 として,サ ービス関連業種 を再分類 し,東 京

都特別区部におけるサービス業の1980年 代 における傾向を観察 している。1981年 から1986年 まで

と1986年 から1991年 までのそれぞれの期間における各部門の就業人口の増減率 を計算 した結果,

町村は以下のような特徴を見出 している。す なわち,(1)「 対事業所サービス」の80年 代を通 じた

急成長,(2)「 金融部門」,特 に 「非銀行系部門」の成長,(3)都 心部での昼間人口の増大 に対応 し

た 厂食堂 ・レス トラン」の高成長,(4)厂 卸売業」の80年 代後半における停滞 と 「情報メディア」

の成長に象徴 される物財の流通から情報の流通への変化,(5)「 対個人サービス業」のなかの 「基

礎的サービス部 門」の停滞 と 「選択的サービス部門」 の増勢 である。この結果 を町村は,「企

業の中枢管理部門の活動 を支援するきわめて多様な部 門の拡大」(1994,p。89)と 総括 し,サ ッ

セン仮説は,東 京においても有効であるとしている。

町村の検証方法は,東 京に本社 を置 く多国籍企業の数 と外資系の東京本社の数の増加が,1980

年代の東京におけるサービス業の増大=世 界都市化の原因であるという前提 に拠っている。サ ッ

セン仮説は,「 グローバルな管理能力の生産」が世界都市 に集中するというものであるので,厳
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密 には,国 際業務 に関係するサー ビス業の産業連関をみなければならないのであるが,『 事業所

統計調査報告』には,そ のような分類は存在 しない。そこで,グ ローバルな管理能力が東京の産

業構造 を特徴づけているのか否かという点について,町 村が行ったような部門別就業者数の増減

率 を観察するのではなく,地 域特化係数(LocationQuatient)を 測定することによって,探 って

み よう。地域特化係数は,当 該地域(こ の場合,特 別区部)に おける産業 ②の構成比(こ の場合,

就業者比率)を 全国平均の産業 ②の構成比で除することによって算出される。就業者数の増減率

では,そ の変化が,東 京に固有の世界都市化要因に因るものであるのか,そ れとも日本経済全体

で進んでいる経済のサービス化傾向に因るものであるのかが,判 別で きない。地域特化係数の動

向を観察すれば,全 国平均での変化か らの乖離を観察することがで き,そ こから世界都市化要因

の作用 をある程度は推測できるであろう。

表1は,1981年 と1986年,1991年 の東京都特別区部 におけるサービス業従事者についての地域

特化度 を示 している。まず,特 化度の絶対値についてであるが,「 対事業所サービス業」部門が

最 も高い特化度を示 している。「対事業所 ・個人サービス業」部門が,そ れに続 く。「対個人サー

ビス業」部門は,1を 下回ってお り,全 国平均 よりも集積度が低 くなっている。小分類で見てみ

ても,「対事業所サービス業」部門に属する部門は,お しなべて特化度が高い。特 に 「広告 ・デ

ザイン業」,「情報処理サービス業」,「事務支援サービス業」,「銀行系金融業」などが,全 国平均

の2倍 を超えるポイント数を示 している(「銀行系金融業」においては,1991年 の数字は2を 下

回っている)。 その他では,「情報メディア」,「エ ンターテイメン ト」などの数値の高 さが目に付

く。地域特化系数を見る限り,特 別区部 は,特 に 「対事業所サービス」 に特化 してお り,企 業の

中枢管理機能をサポー トする(そ れは,国 内レベルとグローバル ・レベルの両者を含む)空 間に

なっていることが分かる。

次 に1986年 から1991年 への地域特化係数の変化の方向に焦点を当ててみよう。1980年 代後半は,

東京の世界都市化が強 く意識 された時期である。 日系製造業大企業の多国籍化が本格化 し,従 っ

て,特 化係数の変化の方向 もグローバル化の影響 を受けていると考えることがで きる。また,

1984年 の日米円 ドル合意による金融の規制緩和 を受けて,東 京における国際金融市場が急速に拡

大 した時期にも当たる。

まず大分類では,「 対事業所サービス業」が係数を上昇させているのに対 して,「対事業所 ・個

人サービス業」 と 「対個人サー ビス業」 は特化係数 を低下 させている。中分類で見て も,「対事

業所サービス業」に属する部門は増大 し,「対事業所 ・個人サービス業」 と 「対個人サービス業」

に属する部門は減少するという,大 分類 と同様の傾向が観察できる。

特化度の高い部門はより高 くなっている(す なわち,サ ービス業における専門分化が進んでい

る)と いえるであろうか。答えは否定的である。小分類29部 門(「 小売業」を含む)に ついて,

1986年 における地域特化係数の値 とその変化の方向(増 減)の 間には,有 意な関係が存在 しない。

個別に見ても,1986年 に地域特化係数が2以 上であった7部 門のうち,特 化度を更に上昇させた

部 門は,「 情報 メディア」 と 「エ ンターテイメン ト」のみであ り,残 りの 「専門サービス業」,
「事務支援サービス業ゴ

,「広告 ・デザイン業」,「情報処理サービス業」,「銀行系金融業」 は特化

度 を低下させてお り,こ れらは全て 「対事業所サービス」部門に属するものなのである。

以上の結果から,1980年 代後半 における東京のサービス業の動向は,厂事業所サー ビス」部門

に強 く特化 しているはいるが,1980年 代後半に起 こった製造業の多国籍化に伴って更 にその集積

が進んだとは,必 ず しも言えないのである。
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また,世 界都市の主軸産業 とみなされている国際金融業務に関 しては,「 銀行系金融業」 はむ

しろ特化度を低下 させている。質的な面を見て も,東 京における(国 際)金 融業務は 「グローバ

ルな管理能力」の一環を担 うものといえるかどうか という点について,確 証 を得ることができな

い。東京市場における国際的な資金取引の量は,ロ ンドン,ニ ューヨークに次 ぐ規模を保ってお

り,量 的な面では,国 際金融市場の三極の一角を構成するといってよい。 しか し,機 能面から見

ると,日 系金融関連企業の競争力(そ れは国際資金 を吸引する東京市場の競争優位性で もある)

は,莫 大な貿易黒字 を背景 とする信用力をもとにしたリスク負担能力の高 さにあったといえよう。

1980年 代における東京市場の機能は,ユ ーロ市場か らの短期資金を取 り入れ,そ れを中長期の資

金 として貸 し付ける(主 としてアメリカの国債購入)と いう,流 動性の ミスマッチから生 じるリ

スクを負担することと引 き替えに両者の鞘を抜 くというものであった(中 尾1988)。 これは一種

の 厂又貸 し」であり,そ れを可能にするのは,日 本の金融業に固有の競争力ではなく,究 極的に

は貿易黒字 を稼 ぎ出す日系製造業の競争力なのである。

これは,ミ クロレベルでは日米の銀行の収益構造にも反映 している。表2は,シ ティコープと

都銀上位6行 の収益構造である。シティコープにおいては,業 務粗利益の うち3割 強を役務利益

が占め,資 金利益の割合は5割 であるのに対 して,都 銀6行 では,役 務利益の割合は,1割 以下

であり,収 益 の大半 を資金利益に頼っている。

日系銀行の収益は,預 金金利 と貸出金利の差か ら生み出される伝統的な資金利益 に頼っている。

両者の金利格差は規制緩和による裁定取引の効率化のために縮小の傾向にある。つまり,大 量の

資金を用いる割には利幅が薄い。それは,都 銀の総資産利益率の低 さに如実に現れている。他方,

米銀における役務利益の比率の高さは,同 業他社 との差別化が比較的容易な,顧 客 に対する狭義

の金融サービスの販売が,収 益の柱 となっていることの反映である。米銀は自社内に革新的な金

融技術(開 発能力)を 蓄積 し,そ れをもとに して強い競争力(=高 い収益性)を 持つ様 々な金融

商品を開発 ・販売 しているのである。

企業買収 ・合併や金融派生商品(デ リバティブ)の 開発 には,高 度な専門的知識 と経験が必要

であ り,そ れは伝統的な銀行の預貸業務とは異なり,む しろ国際法務や監査,マ ーケティング業

務のような知識集約的なサービス業種 と共通する性格 を持 っている。グローバルな財務業務に不

可欠な,こ うした先端的な金融サービスの生産は,ロ ンドンとニューヨーク(さ らにはシティと

ウォール街)に 集中している。日系多国籍銀行 もロンドンまたはニューヨークに金融子会社 を設

立 し,そ こを経由して金融サービスを購入 ・生産 しているのである。

厂グローバルな管理能力の生産」 という観点か らは
,国 際金融市場において取 り引きされる資

金量の大小は,そ れほど本質的な意味を持たない といえよう。高度な情報サービス業務 としての

先端金融商品の開発機能こそが世界都市の特徴の一つなのである。この点で,東 京はロンドン,

ニューヨークとは明らかに異なってい り,サ ッセン仮説は東京 においては,ロ ンドン,ニ ュー

ヨークにおいてみ られるほどはっきりと支持することはできない。

ロン ドン,ニ ューヨークと比較すると,東 京は,世 界 システムの構造転換期に製造業が都市経

済において占める地位をそれほど低下させなか った(表3)。 製造業の構成比について,ロ ン ド

ンとニューヨークは,1977年 から1985年 にかけて6ポ イン ト減少させたのに対 し,東 京はその半

分の3ポ イン トしか低下させなかった。他方サービス部門では,ロ ンドンとニューヨークが,と

もにFIRE(Finance,Insurance,andRealEstate)部 門を増大 させているのに対 して,東 京は構成

比を減少させ ている。

一205一



ロンドン,ニ ューヨークは,専 門的な企業サービスに対する需要をグローバルな規模で引 きつ

けることのできる,サ ービス分野での技術革新能力を都市経済の成長エンジンとしている。それ

に対 して東京は,製 造業の本社機能の集積が生み出すサービス需要に対応する以上のサービス生

産能力を持 っているとは言えない。東京のサービス生産企業は,そ の技術革新能力に関 してロン

ドン,ニ ューヨークより劣 り,サ ッセンのいう 「グローバルな管理能力」については,国 際競争

力 を持っていないのである。

それにもかかわらず,東 京が第一級の世界都市 とみなされているのは,そ こにグローバルな企

業活動を統括する日系製造業多国籍企業の本社機能が集中しているからである。 日系製造業多国

籍企業は,1970年 代以降,世 界市場において非常に高い競争力 を示 してきた。東京は,そ の総体

として高い生産性 ・競争力 を産み出す生産システムを維持 ・管理する拠点となっている。東京の

「世界都市性」は,「グローバルな管理能力の生産」 とはいっても,サ ッセンが考えているような

企業向けサービス業において行われているものではなくて,製 造業,と りわけ機械 ・金属系製造

業の生産 システムをグローバル経済の なかで統括 し,発 展 させる能力(グ ローバルな 「生産企

画」管理能力)に おいて特徴づけられているというべきである。

2-3日 本における製造業の空間的分 業の展開と東京の機能変化

近代工業が日本で発展 し始めた明治 ・大正期においては,東 京 ・横浜 を含むいわゆる京浜地区

は日本の近代工業において,現 在のような中核的な存在ではなかった。当時,日 本における最大

の工業地帯は紡績業を主体 とする阪神工業地帯であった。京浜工業地帯が,阪 神工業地帯に代わ

って日本の工業生産力の先頭に立つのは,昭 和6年 の満州事変以後,軍 需産業が急速に成長 し始

めてからのことである。昭和15年 に初めて京浜工業地帯は阪神工業地帯 を生産額において抜 き,

首位の座に就いた。京浜工業地帯は戦災で壊滅的な破壊を被ったものの,戦 後,朝 鮮戦争による

特需 を契機に立ち直 り,以 後,石 油危機 による高度成長の終焉に至るまで,日 本における代表的

なフォー ド主義産業地域 として発展 した(隅 谷1964)。

フリー ドマ ン(Friedmanl988)が 指摘 しているように,日 本の産業構造においては,ア メリ

カと比べ ると中小企業の占める比重が大 きく,そ の点で典型的なフォー ド主義体制 と異なってい

た。 しか し,フ ォー ド主義期にも温存 された中小企業の比重の高 さは,1970年 以降の世界経済の

構造変動の中で,日 本の製造業が示 したパフォーマンスの高さの鍵であった。ピオーレとセーブ

ルの 「第二の産業分水嶺」論においては,フ ォー ド主義が終焉 し,市 場競争の枠組みが標準品の

大量生産 に基づ く価格競争か ら多 品種 少量生産 に基づ く柔軟性 の競争へ と変化 した とす る

(PioreandSabel1984)。 そのような競争状態の もとでは,大 企業 による生産方式 よりも中小企

業のクラスターからなるクラフ ト的な生産体制の方が有利になる。日本においてはフォー ド主義

期に大企業による垂直統合があまり進 まず,そ れに代えて,中 小企業を下請系列に編成す るとい

うことが起 こっていた。下請系列による統合は,ま ず第一には,日 本において特徴的な賃金水準

=労 務 コス トの企業規模間格差を最大 限に活用するための社会的装置であるのだが,他 方,そ の

緩やかな統合 という組織論的な性格は柔軟i生をめぐる国際競争においても優位性 を発揮すること

になった。

図1は,輸 出額の対国内総生産に対する比率 と海外直接投資額の推移を示 している。石油危機

までの時期(低 い直接投資額 と10%で 安定 した輸出比率),1970年 代後半 と1980年 代前半の時期

(低い直接投資額と輸出比率の上昇),そ して1980年 代後半以降の時期(直 接投資の急増 と10%程
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度の輸出比率)と いう上で述べた3つ の時期区分が容易に見て取れる。

日本における輸出額の対GDP比 率は,高 度成長期 は一貫 して,10%程 度の安定 した状態にあ

った。日本は,固 定相場制のもとで対 ドル相場の維持を第一の政策目標 にしていたため,経 常赤

字 を長期にわたって持続することは許 されなかった。景気が過熱 して貿易赤字が増加すると,公

定歩合を引 き上げて経済成長にブレーキをかけなければならず,経 済成長にいわゆる 厂国際収支

の天井」が存在 していた。従って,持 続的な経済成長を実現す るためには,輸 出額を増や して

「国際収支の天井」 を高 くすることが必要であった
。そのため,様 々な輸出促進政策が実行 され

たのであるが,マ クロ経済的には内需中心の経済成長を行っていたのであった。

この安定 した資本蓄積の構造は,変 動相場制への移行 と石油危機 を境 とする成長率の半減によ

って変質する。石油に代表 されるエネルギー価格の相対的な上昇 を,省 エネルギー技術の開発 に

よって吸収するという産業の軽薄短小化を,日 本の製造業はいち早 く実現 し,国 際競争力 を高め

ることに成功 した(橋 本1991)。 その結果は,輸 出額の対GDP比 率の上昇となって現れている。

1980年 代前半,ア メリカの ドル高政策の追い風 を受けて,そ の値は15%近 くにまで上昇するので

ある。

その後,1980年 代後半にはいると輸 出額の対GDP比 率は,再 び10%程 度 まで低下する。それ

は一つには,戦 後,二 番目の長 さを記録することになるバブル景気が起こり,内 需の拡大が起 こ

ったことに起因する。二つ 目の理由としては(そ して,こ れがバブル景気後 も輸出額の対GDP

比率が再び上昇 しない理由でもあるのだが),1985年 のプラザ合意以降の円高 に対 して製造業大

企業が海外直接投資 による生産拠点の国外移動 という対応策を採ったことにある。

高度成長期 に形成 された構造は,1970年 代半 ばか ら1980年代前半にかけて存在 した構造を経由

して,現 在のグローバル化 した構造に至っていると言えるであろう。 日系製造業大企業の海外直

接投資を通 じた多国籍化が,東 京の世界都市化 を引 き起こしたと考える場合,こ うした段階的な

変化 を認識す ることは重要な意味を持つ。東京の世界都市化は,フ ォー ド主義体制からポス ト・

フォー ド主義体制へ というスローガンで説明可能なほど単純な過程ではない。また,経 済 のグ

ローバル化が支配的な影響力を持っている点では共通 していても,ロ ンドンやニューヨークの世

界都市化 とは,そ の出発点における国内的 ・国際的条件が異なっている。安定成長期 とでも名付

けられる1970年 代半ばから1980年 代前半の時期 に形成された空間的な分業体制が,そ の後の東京

の世界都市化の特徴を理解するための鍵になるのである。

2-4空 間的分業の展開と東京の母工場化

1950年 代か ら1960年 代 まで,京 浜工業地帯は比較的コンパク トな形で,工 場の集積が進んでい

た。臨海部の埋め立て地を中心に大工場があ り,そ の周辺 を中小工場が囲む形で立地 していた。

増大する労働需要は,当 然,域 内の自然増では賄いきれず,主 として北関東や東北地方か ら人

口流入によって補充されることになった。例 えば,神 奈川県においては,1955年 から1960年 にか

けての労働力供給増加分41万4千 人のうち,県 外からの流入分が55.4%を 占め,そ の供給県 とし

ては東北諸県が50%超,関 東諸県が約20%を 占めていた と推定 されている(大 河内編1963,p.

8)。 そ して,県 外からの流入労働力が23万 人のうち30歳未満の若年労働力は13万7千 人 を数え,

労働供給量全体の33.0%に 及んでいた。

1960年 代後半になると,京 浜地区での人口 ・工場の過密状態は,公 害問題に代表 されるように

社会問題化 した。国土の均衡のとれた発展をね らって,全 国総合開発計画が策定 され,四 大工業
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地帯 に集中している工場の分散化が試み られた。工場立地制限三法(工 場制限法=1959年,工 場

立地法=1959年,工 業再配置促進法=1972年)が 制定 され,京 浜地区での大規模工場の立地は,

厳 しく制限 された。また,成 長途上の企業 も,地 価の高い京浜地区で工場規模の拡大を図ること

は,空 間的にもコス ト的にも困難 になり,組 立系の量産工場を中心に内陸部への移転や分工場の

建設が始まっていた。

こうした工場立地の分散化の動 きは,石 油危機後の厳 しい不況 とその後の低成長によって加速

化する。まず,生 産コス ト削減のために生産機能のうち量産過程は地方の工場へと移管 された。

そうした工場 を受け入れる周辺部の地方 自治体は,工 業団地を造成することによって,そ うした

分工場を積極的に誘致 していった。東北諸県では,工 場誘致によって非農業部門での雇用 を創出

し,出 稼 ぎや新卒労働者の地元からの流出をくい止めることが,重 要な政策課題であったか らで

ある(安 東1986)。 また,東 北自動車道や東北新幹線 など高速交通システムが整備 され始め,京

浜地区 との時間距離が短縮 されたことも,地 方立地のハ ンディを軽減 した。

この立地傾向は,機 械金属系製造業において最 も顕著であった。軽薄短小化 された製品ほど,

輸送コス ト増 を上回る工場建設費や労務費の圧縮 を期待することがで きたためである。国内需要

については高度成長期のような高い伸びを期待できなくなったものの,輸 出量の増加 によって,

東北 ・北関東での生産力は増強され,地 域経済を潤 したのである。

製造業の空間的な分業体制は,以 上のように,石 油危機をきっかけとして,集 積から分散へ と

決定的に変化 した。この変化を生産過程の機能的な空間編成の面から確認 しておこう。

まず表4で,製 造業従業者数の推移を見てみよう。1970年 を100と した指数で見 ると,全 国で

は1980年 に97.8と やや減少 したものの,1990年 には108.1と 増加 している。全就業者数 に対する

製造業従事者の比率は,20.0%か ら,23.7%へ と2ポ イント強低下 しているものの,こ の20年 間

で製造業の地位 は,全 体 としてはそれほど低下 してはいないと言えるであろう。

しかし,製 造業 に従事する労働者の地域的な分布を見 ると,か な りの変動が起 こっている。

1970年 を100と した指数で見 ると,1970年 から1990年 にかけて,北 東北,南 東北,北 関東では一

貫 して増加 しているのに対 して,南 関東では横這いである。また,1970年 から1990年 までの全国

の製造業の純増加数の6割 強が,北 東北,南 東北,北 関東に分布 している。

南関東の内部を細かく見てい くと,ま だ ら模様 になっていることがわかる。京浜中核部では,

2割 近 くも減少 しているが,都 心三区では,逆 に,2割 近 く増加 している。 しかし,都 心三区か

ら数キロしか離れていない大田区では,3分 の2近 くまで大 きく減少 している。'

次に,日 本の製造業の空間的な分業の展開を,機 能面から観察 してみる。製造業における職種

別 ・地域別の就業者数の分布を地域特化系数を用いて観察 した結果が,表5で ある。地域特化係

数を使用 したのは,全 国レベルで製造業内部の職業構成がホワイ トカラー化する傾向にあるので,

その影響 を除 くためである。 まず全体的な傾向 として,「技能工」に関しては北東北,南 東北,

北関東で特化度が高 く,南 関東では低い。それに対 して 「専門 ・技 術職」「管理」「事務」「販売」

などは,南 関東で特化度が高 く,そ の他の地域では低 くなっている。

しか し,地 域別 ・職種別の特化度の 「変化の方向」は,複 雑 な様相を呈 している。「技能工」

では,北 東北,南 東北,北 関東とい う特化度の高い地域で上昇傾向にあるのに対 して,特 化度の

低い南関東(と その内部の下位地域)で は減少 している。「専門職」では,南 東北,北 関東,そ

して大田区でのみ特化度が上昇 している。「管理職」は南東北,北 関東で上昇 し,そ の他の地域

は減少 している。「事務」は北関東,南 関東でのみ上昇 している。厂販売」 は南関東でのみ上昇 し
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てお り,と くに都心三区で高い特化度を示 している。

結局,1970年 か ら1990年 にかけて日本の製造業における空間的な分業構造は,以 下のように変

化 したと言えるであろう。すなわち,

① 高度成長期に京浜工業地帯 を中心に集積 した製造業は,北 関東,南 東北,北 東北の順 に

分散 していき,工 業の集中する中心部 と非工業地帯である周辺部という二極構造は,量

的側面においては平準化の方向に向っている。

② しか し,そ の分散の過程で,製 造業内部の諸機能は空間的に分業するようになった。中

心部には管理機能や販売など間接部門が集中 し,他 方,新 たに工業化が進んだ周辺部で

は,生 産部門に特化するという,機 能別の地域間分業が成立 した。

③ この機能別空間分業の展開は,日 本の製造業が海外で本格的に操業 し始める時期 に当た

った。1990年 までに限っては,中 心部から周辺部への分散化 として理解することもでき

る。中心部から最も遠い北東北は,生 産部門に最 も特化 している。 しか し,東 京 に近づ

くにつれ,同 じく生産部門に特化 してはいても,「専門的 ・技術的職業」の割合が高 く

な り,北 関東 を中心とした地域で,製 造部門における技術革新が進んでいると予想され

る。

④ 生産部門が周辺部 に移管された京浜地区では,本 社機能への特化が進んでいる。特 に,

都心三区ではその傾向が強 くなる。 しかし,「管理的職業」については,中 心部で減少,

周辺部で上昇 と生産部門の動向と同 じ傾向を示 している。'

⑤ 都心三区 と大田区と1ま中心部で隣接 していながら,異 なる機能 を担 っている。

ロン ドンやニューヨークと違って,東 京においては,脱 工業化傾向があまり顕著に現れなかっ

たのは,こ うした空間的な分業が国際競争力の面で優i位性を発揮 したからである。それは,1980

年代 に輸出量が急増 したという事実に反映されている。東京は,中 枢管理的な機能に特化 し,周

辺部が量産を担当するという空間分業が,う まく機能 していたのである。

ここに取 り上げたのは,海 外,特 に東南アジア,中 国で建設 された量産担当の分工場が本格的

に稼働 し始めた1990年 までのデータである。1990年 代に入ってさらに昂進 した円高による輸出採

算性の悪化は,バ ブル経済崩壊後の長期不況による国内需要の低迷も相俟って,特 に周辺部が担

当していた量産過程を中心 に海外への移管を促進 させた。1990年 以降,耐 久消費財を中心にアジ

ア地域からの逆輸入が増加 し,輸 入浸透度も急上昇 している(長 銀総合研究所1996)。 日本の製

造業大企業は,1990年 代の半ばからグローバルに統合 された企業活動を,生 産面においても本格

化 させたといってよいであろう。残念ながら,こ こでの分析は,そ の影響を分析するところまで

いっていない。 しか し,こ と1980年 代までに関しては,サ ッセンらが言った意味で,東 京は 「世

界都市化」 していたわけではない。 日本の製造業は,そ れ とは別の仕方で,東 京を結節点 として

世界経済へ連結 していたということが言えるのである。

2-5東 京 の 母 工 場 化

ロ ン ドン,ニ ュー ヨ ー ク と異 な り,東 京 で は,1980年 代 に製 造 業 の 従 業 者 数 が 大 き く減 少 す る

こ とは な か っ た 。1970年 代 に は 量 産 ラ イ ンの 地 方 移 転 に よ っ て生 産 部 門 で働 く労 働 者 を 中心 に,

製 造 業 従 業 者 数 が 大 き く減 少 した の とは,対 照 的 で あ る 。 厂技 能 職 」 に代 表 され る現 場 ブ ル ー カ

ラ ー 労 働 者 は,1980年 代 に入 っ て も,そ の ス ピー ドは鈍 っ た もの の,減 少 し続 け た が,「 専 門

的 ・技 術 的 職 業 」,「管 理 的 職 業 」,「事 務 」 厂販 売 」 とい っ た 間接 部 門 の 大 幅 な増 加 に よ っ て,製
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造業全体 としては従業者数を増加 させたのであった。

特 に重要なのは 「専門 ・技術職」である。1990年 の東京都 において,製 造業のうち機械系5業

種 を取 り出 し,そ の職種の内訳をみると,「専門 ・技術職」 のほとん どが技術者によって占めら

れていることがわかる(表6)。 ここから,京 浜中枢部 における 「専門的 ・技術的職業」の増加

分のほとんどが,機 械系製造業においては,技 術者の増大 によるものと推測できる。つまり,東

京では1980年 代に,製 品開発機能が大 きく拡充 されたのである。

日本の製造業,と りわけ組立型機械産業における強力な競争優位性の源泉は,し ばしばジャス

ト・イン ・タイムやQCサ ークルによる改善活動などによる製造現場での効率性の高 さにあると

言われてきた。 しかし,そ れに劣 らず,ま たはそれ以上に重要なのは,新 製品を継続的に,短 い

リー ドタイムで開発 し続 けることができるという能力であった。1970年 代以降,競 争パターンが,

製品寿命の長い標準品における価格競争から,製 品寿命が短い多様 な製品群による非価格要因に

よる差別化競争へ と変化 した。後者において求められる能力は,市 場ニーズの変化に細か く対応

で きる柔軟な製品開発力である。また,1970年 代以降,急 速 に発展 した情報技術の波及効果によ

って産業全体の技術革新力が高まってお り,製 品が陳腐化す る速度が上昇 しているという事情 も

ある。部品レベルの技術革新の成果をいち早 く製品に取 り入れ,市 場ニーズの動向を読みつつ,

小刻みに機能拡張やバージ ョンアップを繰 り返す中で市場シェアを大きくしてい くというや り方

が,日 本の耐久消費財メーカーの戦略であった。そのため,製 品一つ一つのライフサイクルは短

いものとな り,継 続的に新製品を生み出す能力が,戦 略的に重要なものとなったのである。

東京を拠点とする組立系大企業において,製 品開発が行われる主要な場は,高 度成長期 に量産

工;場として用いられていた,京 浜地区,と りわけ多摩川流域に立地する大規模工場である。1970

年代から量産部門が地方へ移転 して しまうと,こ れ らの工場は,従 業者数を減少 させなが らも,

多品種少量生産を行う付加価値の大きな製品の製造 と量産製品の試作開発へ とその機能を転換 さ

せた(も ちろん少な くない数の大工場が閉鎖 され,跡 地が非工業系の土地利用に供 されるケース

も少なくなかった)。1970年 以降,京 浜地区で 「専門的 ・技術的職業」に就 く者の数が増加 して

いるのは,そ のためである。

営業部 門から上がって くる市場動向に関する情報へのアクセスという点でも,本 社 とさほど離

れているわけではないこれ らの大工場は有利であった。前 に見たように,石 油危機以後の環境変

化のなかで,京 浜地区にある工場は,東 京にある本社機能と密接な関係 を保 ちなが ら製品開発 ・

試作機能に特化 し,量 産部門は北関東や南東北の分工場が担当するという空間分業体制がで きあ

がったのである。

しかし,こ うした 厂企業内」地域間分業は東京の工業生産力の特質の一面 しか捉えていない。

1990年 現在,従 業者数20人 未満の小規模工場は,工 場数については91.2%,従 業者数でも40 .0%

を占める。この中小工場の地域的集積体 こそが,東 京の製造業の もう一つの(お そらくは最 も重

要な)特 徴なのである(関 ・加藤1990,大 田区郷土博物館1994)。 本稿では,紙 幅の関係上,

地域間分業 をダイナミックに構築 している製造業大企業 と地域内分業を形成 している中小工場 と

の関係を分析することは割愛 したが,こ れまで述べてきた地域間分業は,東 京で発展 した地域内

分業と相補的な関係 を持っている。東京が製造業の本社機能 を中心として世界都市化することが

できたのは,東 京における分厚い中小企業の地域的集積体のおかげであったともいえる。ローカ

ルなもの とグローバルなものとの相互作用のなかで,世 界都市 という現象が生 まれたのである。
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3結 論

世界システムの構造が変化するときには,シ ステム内の都市のネッ トワークも変化するであろ

うことは,容 易に想像できる。都市間の関係は,そ れぞれの都市が担っている機能的な特性 によ

って影響 を受け,マ クロ的に見れば,相 互の関係 は決 して対等なものではない。世界システム上

での影響力という点で,比 類なき地位 にある都市 は,世 界都市 と呼ばれてきた。世界都市の権力

基盤は何 なのかという問題は,世 界 システム内部でのヘゲモニーの基盤としては何が影響力 を持

っているのか という問題と同じであ り,そ の答えは歴史的にコンティンジェントである。従 って,

世界システムの転換期には,世 界都市の座が,空 間的に移動するだけでなく,世 界都市の座 をも

たらすのに決定的に重要な要因も変化 しているのである。

本稿では,1980年 代後半に注 目された東京の世界都市化を,空 間的な分業体制の変化 とその内

部における東京の役割の変化に焦点を絞って,分 析を行った。その結果,東 京の世界都市化過程

では,製 造業の果たしてきた役割が重要であったことを確認 した。東京においては,「 グローバ

ルな管理能力」 を生産するサービス業は,ロ ン ドンやニューヨークのようにそのサービス生産物

に対するグローバルな需要を引きつけるほど,競 争力が強 くはない。東京の持つ強味は,製 造業,

特に機械工業における競争力 をサポー トする機能にあるといえる。

東京を拠点 とする製造業大企業は,企 業内分業を1960年 代から広域化させてお り,1980年 代後

半からは,そ の範囲がグローバルなものになった。 しか し,そ の本社機能 と製品開発能力は東京

に残 していた。東京において圧倒的多数を占める中小工場は,こ うした大企業の空間分業構造の

変化 に合わせ,量 産部門の系列 に入ったものは東京の外へ移転 し,東 京に残ったものは少量多品

種生産へと転換 した。東京都で最大の工場集積地である大田区は,後 者の典型であった。

大田区の工場の大多数を占める20人以下の小工場は 厂町主場」 と呼ばれ,住 工混在の景観 を構

成 している。各々の工場は,自 社製品を持つものと特定の加工作業に特化 したもの とに分化 して

いるが,両 者は,系 列的ではない,よ り水平的で多元的なネットワーク型の取引構造を構成 して

いる。東京を拠点とする機械系製造業大企業 は,製 品開発における試作品を大田区の中小工場群

に発注 し,コ ス ト低減 と期間短縮を図っている。それは,生 産現場での高い効率性 とともに,世

界市場での強い競争力をもたらし,ま た,そ のことが大田区へのさらなる需要につながるという

好循環を持った地域的な産業 システムが確立 したのである。その結果,東 京は,ニ ューヨークや

ロンドンと異な り,世 界都市化の過程においても製造業の地位 を大 きく低下 させることはなかっ

た。

産業コミュニティのような現象は極めてローカルな ものであ り,土 地に固着 した性格を持つも

のである。多国籍企業は,世 界に散在する産業コミュニティをそのグローバルに広がる企業組織

を通 して結びつけ,よ り高い効率性を実現で きる。今 日の世界経済がグローバル化する一方で,

ローカルな産業地域の繁栄を生み出したのは,以 上の ような資本の空間編成原理のためなのであ

る。
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図1戦 後 日本の輸出額の対GDP比 率 と直接投資額
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表1東 京都特別区部におけるサービス業の地域特化係数

東京都特別区部

1981年1986年1991年 81年 →86年86年 →9ユ年

全産業 1,0001,0001,000

製造業 0.8500.7430.714 一 〇
.106-0.029

サ ー ビス業 1.0601.1211.129 0.0610.008

A対 事業所サービス業 1.6051.7301.846 0.1250.ll6

A1直 接 サ ー ビス部 門 1.6461.7861.864 0.1400.077

A11専 門サ ー ビス業 2.0812.0822.030 0.001-0.052

Al2事 務 支援 サー ビス業 2.2062.1812.176 一 〇
.025一 〇.005

Al3生 産 関連 サー ビス業 1.2061.1861.228 一 〇
.0210.042

A!4広 告 ・デザ イ ン業 3.6793.7803.569 0.101-〇 三211

A15情 報処 理 サー ビス業 4.0253.8053.167 一 〇
.220-0.638

Al6現 業 サ ー ビス業 1.5581.5681.627 0.0100.059

Al7事 務所関連団体 0.6310.6850.782 0.0550.097

A2金 融業部門 1.5381.6241.807 0.0850.183

A21銀 行系金融業 1.9522.0491.979 0.097-0.069

A22証 券 ・保 険 業 1.5111.6241.808 0.ll30.185

A23そ の他の金融関連 1.2171.2831.613 0.0660.330

B対 事 業所 ・個 人サ ー ビス業 1.2601.3601.303 0.100-0.057

B1媒 介部門 1.3361.4751.404 0.139-0.071

B11運 輸 ・通 信業 0.8100.8960.914 0.0860.Ol9

B12卸 売 業 1.6451.8151.633 0.170-0.182

B!3不 動産取引 1.6781.8951.856 0.217-0.039

B14情 報 メ デ ィア 2.6132.4322.571 一 〇
.1810.139

B2消 費部門 1.0931.1181.101 0.024-0.016

B21ホ テ ル ・集 会場 0.5670.6920.622 0.125-0.069

B22食 堂 ・レ ス トラ ン 1。2311.3101.307 0.079-0.003

B23喫 茶 店 1.2391.1301.139 一 〇
.1090.009

B24酒 場 ・料亭 1.1211.0731.061 一 〇
.048-0.012

C対 個 人 サ ー ビス業 0.7050.6920.674 一 〇
.013-0.018

Cl小 売業 0.7300.7160.670 一 〇
.Ol4-0.046

C2選 択 的 サー ビス業 0.9680.9290.919 一 〇
.039-0.010

C21エ ン タ ー テ イ メ ン ト 2.9923.0293.531 0.0360.503

C22ギ ャ ンブル ・風 俗 1.0810.9690.849 一 〇
.050-0.119

C23ス ポ ー ツ ・旅 行 0.9730.9ユ00.958 一 〇
.0620.048

C24教 養 0.8370.7970.830 一 〇
.0390.032

C25宗 教 0.5820.6630.701 0.0810.038

C26そ の他 1.6051.4621.181 一 〇
.143-0.281

C3基 礎 的サ ー ビス部 門 0.6020.5860.589 一 〇
.Ol60.003

C31住 宅 1.3611.201ユ.299 一 〇
.1600.098

C32教 育 0.3900.3830.402 一 〇
.0070.020

C33保 健 ・医療 ・福祉 0.5600.5600.545 0.001-0.Ol6

C34そ の他 0.8340.8010.763 一 〇
.033-0.038

(注)分 類 は 町村(1994),p.86,表3・10に 拠 っ た。

(出所)総 務庁 『事 業所 統計』 各年版 に よ り作 成
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表2日 米銀行の比較

シ テ イー コ ー プ 都銀上位6行 平均

91年(百 万 ドル) 構成比 94年 度(億 円) 構成比

業務粗利益

資金利益

役務利益

ディーリング等利益

その他

14750

7265

4815

1166

1504

100.0%

49.3%

32.6%

7.9%

10.2%

6131

5214

556

331

29

100.0%

85.0%

9.1%

5.4%

0.5%

総資産利益率(ROA) 1.7 0.5

(注)1都 銀 上位6行 は第一 勧銀,さ くら,三 菱,富 士,住 友,三 和

2ROMは 「業務 純益/総 資産 」,シ テ ィ コー プの業 務純益 は 「業務粗 利益 一 営業 費用」 と した

(出所)日 本経 済i新聞1996年3月18日

表3ニ ュー ヨ ーク,ロ ン ドン,東 京

(雇用 総 数 に対 す るパ ーセ ン ト)

1970年 代 と1980年 代 の 製造 業 とサ ー ビス業 にお ける雇 用 の配分

ニ ユ ー ヨー ク 1977年 1981年 1985年

製造業 21.9 18.7 15.4

第三次産業 63.7 68.6 73.8

卸売 ・小 売 19.4 20.2 20.2

FIRE 15.9 16.6 17.3

サ ー ビス 業 28.4 31.8 36.3

ロ ン ドン 1977年 1981年 1985年

製造業 22.0 19.2 16.0

第三次産業 73.0 75.2 78.5

卸業 ・小 売 13.5 19.2・ 20.5

FIRE 9.9 15.9 18.2

サ ー ビス 業 49.6 40.1 39.8

東京 1977年 1981年 1985年

製造業 25.1 23.5 、22.0

第三次産業 54.5 57.2 59.8

卸売 ・小 売 27.5 28.5 28.4

サ ー ビス 20.6 22.7 25.3

(資 料)Co%吻B%s伽 ∬Pα`'θ γ%⑤issuesforNewYork,1977,1981,and1985;GreaterLondonCouncil,

ゐαわo%γ.RθρoγちSpringl987;id.,五 〇%40%Mα γんε'Rω 伽 〃,1980/1984,(1981);TokyoMetropol三tanGov't,

PZα盛%TαZ々/1わo%'To々 ソo,(1984);1980」Po伽 」α'づo多¢C(～%s%s(～ プノ;α1)α%;ノ4メ)α%∫ホα'づ3師oαZ}r6αγわoo尾1986。

(注)農 業,林 業,鉱 箱,建 設,電 力 ・ガ ス ・水 道 ・熱 供 給,交 通 ・通 信 お よ び 公 務 が 除 外 さ れ て い る

た め,合 計 は100%に な ら な い 。

(出 所)Sassenl991,Table8.2,p.199.
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表4地 域別製造業従事者数

地域 調査年 就業者総数
製造業
合計

増 減率

1970年 二100

製造業の

構成比

全国 1970年

1980年

1990年

52110190

55811309

61731642

13540810

13246135

14642678

100.0

97.8

,108.1

26.0%

23.7%

23.7%

北東北 1970年

1980年

1990年

2030720

2066854

2052984

204200

262195

360942

100.O

l28.4

176.8

10.1%

12.7%

17.6%

南東北 1970年

1980年

1990年

2525220

2661621

2819132

411655

504723

650064

100.0

122.6

157.9

16.3%

19.0%

23.1%

北関東 1970年

1980年

1990年

2778020

2997867

337389

726695

826908

1012339

100.0

113.8

139.3

26.2%

27.6%

30.3%

南関東 1970年

1980年

1990年

11889140

13514621

16441159

3710435

3436003

3711314

100.0

92.6

100.0

31.2%

25.4%

22.6%

京浜

中核部

1970年

1980年

1990年

7264950

7730104

9078493

2256775

1874353

1845151

100.0

83.1

81.8

31.1%

24.2%

20.3%

都心

三区

1970年

1980年

1990年

1725740

1959345

2380573

360605

386037

429355

100.0

107.1

119.1

20.9%

19.7%

18.0%

大田区 1970年

1980年

1990年

390730

360157

385353

174800

127108

112213

100.0

72.7

64.2

44.7%

35.3%

29.1%

(注)北 東北=青 森 県 ・秋 田県 ・岩 手 県,南 東 北 一 宮城 県 ・山形 県 ・福 島 県,北 関 東=茨 城 県 ・栃 木

県 ・群馬 県,南 関東 一埼玉 県 ・千葉 県 ・神 奈 川県 ・東 京 都,京 浜 中核部=特 別 区部 ・川崎 市 ・横 浜

市

1970年 は,20%抽 出 に よる推 計

(出所)総 務庁 『国勢調 査報告 』各 年版
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表5製 造業における地域別 ・職種別地域特化係数

地 域 調査年

製 造 業

専門的 農林 技能工管理的 運輸 ・・技術的 事務 販売 サービス 保安 水産業 ・採掘
職業 通信職業 作業者 作業者

北東北 1970年

1980年

1990年

0.3770.7540.7240.9920.8860.9334.4572.0511 .059
0.3380.7210.6680.6630.9520.8763.2752.0401.100

0.3200.7720.5950.4660.8890.8132.5781.6251.177

南東北 1970年

1980年

1990年

0.4450.7310.7350.8620.7690.8031.9311.2881.084

0.4300.7850.7480.7100.7350.8431.9011.2971.094

0.5020.8560.7270.5550.8120.8401.7591.1821.133

北関東 1970年

1980年

1990年

0.6290.7て)50.7720.5800.7270.9221.3351.0961.088

0.7030.7750.8080.4830.8771.0271.0721.1571.090

0.8630.7870.8530.4470.9241.0311.0531.1681 .094

南関東 1970年

1980年

1990年

1.7031.3601.3211.2791.1060.9340.2080.9060.888

1.7601.3521.3521.4491.1590.9250.2640.8020.861

1.6851.2531.3471.5821.1710.9060.3300.7630.822

京浜
中核部

1970年

1980年

1990年

2.0001.6641.5491.7010.9770.8070.0690.8650.805

2.2431.6961.6632.0841.0130.7570.0790.6920.728

2.0201.6111.7012.4841.1280.7750.0910.6070.638

都心
三区

1970年

1980年

1990年

4.0552.7673.1203.8520.7240.5080.0971.2130.307

4.2932.4112.9673.9710.7660.5170.1060.8120.262

2.8722.0842.6934.4071.0850.5!90.0610.5270.200

大田区 1970年

1980年

1990年

1.7411.9811.4461.0780.9910.7880.0860.7640.857

1.8211.7491.4031.2950.9830.6090.0260.5880 .835

1.8751.6421.3881.5330.9870.5900.0200.5560.785

(注)北 東 北=青 森 県 ・秋 田県 ・岩 手 県,南 東 北=宮 城 県 ・山形 県 ・福 島 県,北 関 東 一 茨城 県 ・栃 木

県 ・群 馬 県,南 関東 一埼 玉 県 ・千 葉 県 ・神 奈川 県 ・東 京都,京 浜 中核 部=特 別 区部 ・川 崎市 ・横

浜市

1970年 は,20%抽 出 によ る推計

(出所)総 務庁 『国勢 調査報 告』 各年 版
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表6製 造業における専門的 ・技術的職業の内訳(東 京都,1990年)

総 数
専門的 ・

技術的職業
科学研究者 技 術 者 そ の 他

製造業 100.0% 9.2% 0.2% 6.0% 3㌧0%

金属製品
一般機械

電気機械

輸送用機械

精密機械

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

1.4%

8.1%

18.7%

8.7%

11.7%

0.0%

0.1%

0.1%

0.1%

0.2%

1.3%

7.7%

18.2%

8.2%

10.9%

0.1%

0.3%

0.4%

0.4%

0.6%

機械系5業 種 100.0% 11.3% 0.1% 10.9% 0.3%

(出所)総 務庁 『平成2年 国勢調査報告』
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